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1．問題の所在
筆．従来の経営計画の問題点
　経営計画の従来の技法は，財務面からみると希望売上高・利益の見積もりに始まり，その達成の
ための販売分析・必要資金量の算出という経路を中心にとっていることが多い。したがって，以上
の経路をとる限り，結局は売上増大・シェア拡大を重点目的とした目標売上高の拡大という傾向を
持ちやすい。その結果，市場動向の不確実さが特徴となっている現代の企業環境下においては，市
場変動の直接の影響を受け，計画そのものが繰り返し修正される等の不都合を生じやすい。このこ
とは特に中小企業の経営計画にあっては致命的な弱点となってあらわれる。
　また，従来の経営計画では最新の経営分析手法をそのつど利用して分析値を算出してはいるが，
その各分析比率の限界（経営者の意思と長期的政策に関係する）まで織り込んで計画されることは
少ない。
　したがって，以下のような欠陥があらわれがちである。
　①経営者のリーダーシップ（方針・政策として表現される）のあらわれが不明確である。
　②企業の維持存続発展のための経営目標が不明確になりがちである。
　③資金活動枠の導出過程が経営目的との関係で明確でない。
　＊　城西大学情報科学研究センター
＊＊　高山短期大学商経学科
＊＊＊　城西国際大学
48
　2．経営計画シミュレーションにとっての問題点
　その結果，経営計画シミュレーションにとってみれば，シミュレーション・システム化の過程が
複雑で，基礎データの収集過程に時間と不明確さを生じ，さらに全体を通じて貫徹されるべき経営
方針を示す重要な計数値が計画上，各帳票に埋没してしまいがちで不明確となる。このことはシ
ミュレーションとしてのプロセス間のフィードバックを困難にする結果，シミュレート過程にとっ
て負担となり利用の不便さを生ぜしめ，システム化を妨げる要因の…つともなる。さらに申小企業
にとって決定的に重要な①のり一ダーシップが不明確であることは経営計画を単なる机上の数値合
わせにすぎないものに堕する危険性すらある。
　3．本稿の昌的一実践経営計画シミュレーション
　そこで本稿では，従来の計画策定手法でのシミュレーション・システム構築の困難性を克服する
ために，おもに財務計数を中心として次期経営計画策定のためのr実践経営計画シミュレーシg
ン・モデル」の構築を試みた。またその手段として表計算ソフトウェア（マルチプラン）を利用し
て，パーソナル・コンピュータおよびワークステーションでも簡易に利用可能なシステムとした。
H．実践経営計画シミュレーション・モデル
　シミュレーション・モデルは以下の策定プロセスを経てモデル化する。
　「シミュレーションのための実践経営計画の要素の決定」
　（1）シミュレーションのための前提条件
　まず，シミュレーションの出発点として経営計画原則を定立し，経営計画原則を具現化するため
のコンセプトを与える。
　〈経営計画原則〉
　「経営者の長期的な展望から次期の明確な方針を引き出し，数々の戦略を策定するために，人・
物・金の動きを貫く重点的計画を立案する。」
　〈シミュレーションのための設計コンセプト〉
　「企業を総合的なシステムととらえ，計画策定を経営活動と連関したコァとなるサブシステムと
する。」
　〈コンセプトの定式化〉
　「経営目的の戦略的達成のために計画を策定し，計画の求心力としては計画総資本利益率，経営
活動の足場としては付加価値率・資金運用表の枠，営業に関する遠：心力としては各活動現場の戦略
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との連関を有するシステムとして構成する。」
　②　シミュレーシwaン構築要素
　コンセプトに基づきシミュレーションのための基本属性をモデルに与える。
　①計画の定式化を示す比率の設定
　企業の利潤獲得目的を中心に，存続成長を確保する指標としてr計画総資本利益率」を中心に置
き，これに企業活動の効率化のための「計画付加価値指標」を与え，さらに目的達成のための資金
枠を決定する計画資金運用を行う。
　②意思決定過程との連関として構築すること
　経営者意思を最上層とするハイアラーキー化された経営階層との連関を有するように経営計画の
各階層を設定する。
　モデルでは，この階層を分類し意思決定レイヤーとして多段階的・多層的な構成をとる。そのた
め経営者意思レベルの意思決定を示すr経営意思層」を最下層とし，その上に総合的な財務活動の
経営的意思決定と結びつく「経営層」を置き，さらにその上に管理的意思決定と結びつく層r管理
層」を構築し，モデル形成過程はこの上向過程をフィードバックしながら展開してゆくプロセスを
とる。
　③明確性の確保
　常に下層レイヤー・同層諸表間での連関をつかめるような明確なフローを構成する。このこと
は，経営方針の一環した流れを示し，各目標値の経営目的との分断を防ぐ。
　（3）モデルの補足
　以上の多層的・多段階的システムを構築するについては，さらに計画総資本利益率の弱点という
べき売上拡大主義に流されやすい傾向を克服するため，事業部制における業績評価の手法である
r自己資本コストを加味した残余利益分析」を援用する。そのため利益成長率を内包した利益目標
を設定し，企業の内部留保の計算に自己資金コストを加えることにより企業の成長性を確保すると
いう手法を加える。
一「経営計画階層」一
「レイヤー3」 「管理層」 ?
　　　　　　　　　　倉
・レイヤ・一一　2」「亙］緬策定のプ・セス
　　　　　　　　　　倉　　　　　　↑
「レイヤー勾 r経営意思層」
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瓢．シミュレーション・システム構築プasセス
　経営意思階層，経営階層，管理階層の3階層を積み上げながら策定し，下位の意思決定レイヤー
から基礎データを受け，各層での展開プロセスをとる。
　壌．経営意思層：ヂレイや一躍
　経営計画を構築するための，経営者の意思，中期政策を計画計数化の前提とする。なお，本稿で
は省略する。
　2。経営層：「レイヤー2」
　（1）シミュレーションの準備
　シミュレーションの開始前の基礎データを準備する。経営計画シミュレーションにおいては，当
該企業の計画時点での実績値を出発点として連続的に次期の計画を決定していくプUセスをとるた
め，過去の実績データと次期計画に関する計数データを用意する。
　①前期実績に関するもの
　　○前期実績財務諸表
　　　　貸借対照表，損益計算書，利益処分計算書
　②次期計画に関するもの
　　○販売計画
　　　　計画売上高を各営業部門から事前に検討した数値による
　　○資金計画
　　　　設備投資計画，借入金一覧，債権債務一覧
〈2＞構築プロセス
　レイヤー一　2は以下のようなプuセスをとる。
①経営意思階層（レイヤーン）からのデータの受け入れ
　　働経営方針・中期政策等の確認
②次期事業計画を決定する段階
　次期における経営者の方針を，主要項目に具体化する。主に，投下総資本と計画利益の算定プロ
セスとなる。事業計画表を作成する。
③管理階層（レイヤー3）へのデータ出力
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3．管理層：「レイヤー3」
決定された事業計画を各計画財務諸表に展開していく段階。
計画の財務諸表一貸借対照表，損益計算書，資金運用表一に具体化する。
実践経営計画のプロセス・フロー
＊レイヤー2：上のブロック
　レイヤー3：下のブロック
START
前期貸借対照表
iiiii蕪搬灘難：凌：i難：；iiii
筋期利益処分計算書 iiiii顯1藪籏蟻：笥子灘iiiii
iiiiii：鞭鑛櫛：難iiiiil
設備投資計画表
ﾉ入金返済一一覧表
ﾌ売計画書
痴期損益計算書 iiiiii：鴛藁櫛髄撚薫iliii
iiiiil蕪：讃蒙：蕪薦：iiiii
計画損益計算盤の兜成 月次損益計算書
月次販売計画表
試沁d入計爾表
計1画資金運用表の完成
計爾貸借対照表の完成
END
囲レイヤー一　2睡経営層一事業計画の策定
　M　Step　1．計画総資本利益率の決定
　実践的経営計画の出発点である。計画は，全てこの比率に集約されるよう運営されなければなら
ない。レイヤー1から経営方針とされたものを具体的に計数化する。
①前期財務諸表から貸借対照表と利益処分計算書の数値の転記
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②計画比較貸借対照表の作成
③　総資本利益率の前年実績値と経営方針で事業計画表の計画総資本利益率の決定
START
前期貸借螺1俵
計画総資本利叢率の決定
前期利益処分計算書 計画当期利益の決定
計画総資本の決定
繭期損益計算書 計画付加価値の決定
事業計爾表の完成
?
計画損益計算書の完成
計画資金運用表の完成
計掴貸借対照表の完成
END
設備投資計癖表
借入金返済一一一一覧表
　□Step　2．計画利益額の決定
　計画利益は，次期に必要とする最低限の利益である。この場合，次期の営業状況の見込み（売上
高）から予想される水準の利益額ではなく，企業の維持・存続・発展のために次期に最低これだけ
は確保しておかなくてはならない必要な利益をいう。当然レイヤー！の経営方針・中期政策による
今後数年間の計画総資本利益率の計画の一環として位置づけられる。
　ここでは損益計算書上の当期利益ということにする。
　霊．計画利益検討表への記入
　計画利益の算出は，まず前期利益処分の検討から始めるため計画利益検討表を作成する。
　（1）前期の利益処分計算書から利益処分の実績値を転記する
　　計画要素としては下記の項目がある。
　　①　経常利益
　　②当期利益：＝経常利益一法人税等
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（2）注意事項
①内部留保の決定
以下の項目を検討する。
　　醗自己資本利子
　　　企業成長の結果としての自己資本の成長を獲得利益の1割程度は確保したい。
　　働借入金の返済資金
　　　次期に生じる借入金の返済の資金額を内部留保でカバーすることが必要である。
　　㈱設備投資資金
　　　減価償却費を越える償却金額を内部留保利益として計上するのが望ましい。
②配当政策の決定・役員賞与の決定
経営者の判断により決定する。「レイヤー勾の段階で，会社の成長性・安定性を考慮して決定
したものを確定しておく。ここでは役員賞与については省いた。
③納税額の見積り
過去の実効税率等で税率を考える。次期計画における資金流出である。ここでは省略した。
　　〈計磯当期利益額の決定＞
　　　　　　　　　　　START
前期利益処分
盛期利益額
配当金
内部留保
前期比率
配当率
内部留保率
事業計画表
事業方針の決定
計爾配当率の決定
自己資本利子率
借入金返済資金
設備投資資金 設備投資計画表
借金返済計画表
前期B／S
計画利益計算書
　計爾当期利益
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　　　　　　　　2　3　　　　　　　4　　　　　　5　　　　　　6　　　　　　7
　　　1計画利益検討表
　　　2昭和6×年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千万円
　　　3
　　　4
　　　5
　　　6
　　　7
　　　8
　　　9
　　　10
　　　1！
　　　12
　　13
　　　14
　　　15
　　　16
　　　17
　　　18
　□S宅ep　3．計画総資本の決定
　壌．総資本の決定
　総資本を決定すれば，資金の事業年度内の増減枠が決まり，固定・流動資産の合計は，この範囲
内に納まるように運用しなければならない。
　（1）総資本の決定
　既に計画総資本利益率と計画利益は決定済みなので，使用総資本は次の公式で算出する。
　　　　　　　　　　　　　　　必要利益　　　　　計画使用総資本＝　　　　　　　　　　　　　計画総資本利益率
さらに次期に運用できる資本総枠の増減は次になる。
　　　　　計画資本増減額＝計画総資本一前期総資本
この値がマイナスのときは，前期よりも資本の運用をより効率的に考えねばならない。
　（2）事業計画表
　事業計画表で数値を確認する。
前期　実績 経営計画
金　　額 比率 決定値 金額 構成比
資本金 100
配　　当　　率 ●　弔　嘩　　．　o 10％ ！0％
自己資本額 40G
資本利子率 8％
当期利益 25 100％ 60 ！00％
配当金支払い 10 40％ 10 ！7％
内部留保額 ！5 60％ 50 83％
内　訳
@自己資本コスト 0 30 50％
借入返済資金 ? 10 17％
設備投資資金 0 10 17％
実践的経営計画シミュレーション・モデルの研究　55
?????????????
???
???
勘
部の産
?
金
?
性等流
形手取受
険
?
早 ????
他の
?
?
産
??
流
産
??
償
地霊
他のぞ
計
?
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?
詰合謡
?
?????????????????2　　　　　3　　　　　4昭和6x年度
5 6 7 8
単位：千万円
定科目 前期B／S 運用表 計画B／S 勘定科目 前期B／S 運用表 計画B／S
資 負債資本の部
動 資 60 支払手形 50
130 買掛金 70
売掛金 320 短期借入金 75
棚卸資産 90 その他 45
そ 40
流動負債計 240
動資 計 640 長期借入金 60
却資 40 固定負債計 60
土 20 資本金 100
そ 0 内部留保 275
当期利益 25 60 60
固 ・ 資 60 資本の部計 400 60
資産 計 700 負債資本合計 700 60 60
総資本利益率＝ 8％
計画総資本＝ 750
　　　1　　　　　　　2
1事業計画表
2昭和6×年度
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
3 4 5 6
決定方針
目標値
当期利益額 60 千万円
総資本利益率 8 ％
付加価値額 ％増加
人件費アップ率 ％増加
単位：千万円
利益計画 前期実績 目標率 計画値 増減額
収益獲得活動
売上高
人件費
付加価値額
利益産出活動
当期利益 25
付加価値利益率
投下資本運用
総資本額 700
総資本利益率 4％綜纏
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　11　Step　4．付加価値の決定
　計画比較損益計算書の検討
　付加価値こそは利益を生み出す原資であり企業活動の巧拙が示されている。会社の成長は，この
付加価値の成長であり，計画付加価値は前期実績等を参考に経営者の方針で決定する。実践経営計
画シミュレーションでは，計画の総資本および利益は，既に決定されているので付加価値から利益
を差し引いた金額の枠内で，企業の内部資源を最大限に活用するように各部の戦略に結び付ける。
　以下の公式で表現する。ここでは総資本を利用して付加価値を獲得し，それを利益達成のために
運用するという意味を表している。
計画総資本利益率：・： 計画付加価値目標総資本利益率
〈資本付加価値〉
　　計画利益×　計画付加価値
く付加価値利益率〉
簡単にいえば，
　資本付加価値率：独自の価値を資本を利用してどれだけ作り出したかを示し，
　付加価値利益率：いかに利益を生ずる活動を組み合わせ，分配したかを示している。
1計画比較損益計算書　　昭和6×年度
2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千万円
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
！7
18
19
20
前　期　実　績 経　営計画 増減額 前年比
科　　目 金額 構成比 付加価値率 金額 構成比 付加価値率
売上高 1，600 100％
仕入高 1，300 81％
売上総利益 300 19％ 100％
販売管理費計 265 17％ 88％
人件費 130 8％ 43％
減価償却費 10 1％ 3％
経費 125 8％ 42％
営業利益 35 2％ 12％
営業外損益 一10 一1％ ヨ％
当期利益 25 2％ 8％
従業員数 300人 人
売上高／人 53 千万円 千万円
当期利益／人 1
付加価値／人 10
　□Step　5．事業計画表の完成
　以上のステップ経過により，次期事業計画は，計画総資本利益率・付加価値成長率に基づいて，
次期の企業活動を付加価値を生み出す部分と獲得した付加価値から利益を生み出す部分に分けて計
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画値を表示完成しレイヤー2を終了する。
START
蔚期貸借対照表
iiiiii：冠璽：讃：纐欝：菱縫：iiiiii
二期利益処分計算書 iiiiii：髄藁醗麟：藝糞iiiiii
㌦刷f∵，曾．∵
iiiiii董購：資萎簗難iiiiiii
前期損益計算書 iiiiii：髄｝：醐衝醐1菱iiiiii
事業計画表の完成
計画損益計算書の完成
計面資金運用表の完成
計画貸借対照表の完成
£NI）
設備投資計闘表
借入金返済一覧表
販売計画書
囲レイヤー3囲管理層一一管理的意思決定
　ここでは「レイヤー2」の事業計画表を基礎に，具体的な営業活動現場の業務計画に展開してい
くため月次計画損益計算書等に表現していく。
　□　Step　6．計画損益計算書の作成
　（1）計画損益活動の評価・検討
　事業計画表の完成によって次期の経営活動の各目標値が算出される。そしてこれを損益計算書に
展開する。具体的には，事業計画表・利益計画表から転記する。
　（2）比率変化の検討
　事業計画表から損益活動への展開結果を確認する。付加価値の成長よりも獲得利益が大きけれ
ば，効率的な企業活動ができている。同時に内部留保，自己資本の充実をはかることができる。
　（3）労働分配率の分析
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　さらに安易な人件費の増大は，戦略決定の自由度を狭めるため，この比率の低下は効率性を
示す。
　　　　　　　　　　　　　人件費　　　　　労働分配率・・：　　　　　　　　　　　　付加価値額
　（4）月次損益計算書への展開
　以上の分析検討を経た結果妥当であれば計算損益計算書を作成し，計画損益活動を実行可能な月
別目標値として展開する。
????????????
?
科 ?
上
?
?
入仕
二二二
?
計
?
理
?
翌旦 ?
盤人 ??
上価上 ??
溢
?
業
?
星
????
塁
???
数
???
人
??
上売
人
?
騰
???
塁
?
値価加
?
????????????????3　　　　　4昭和6×年度
5 6 7 8 9 10
単位：千万円
前期　実績 経営計画 増滅額 前年比
　　目 金額 構成比 付加価値率 金額 構成比 付加価値率
売 高 1，600 100％ 1，800 100％ 200 13％
高 1β00 81％ 1，455 81％ 155 12％
売上総利益 300 19％ 100％ 345 19％ 100％ 45 15％
販売管 費 265 17％ 88％ 293 16％ 85％ 28 11％
件費 130 8％ 43％ 143 8％ 41％ ！3 10％
減 償却費 10 1％ 3％ 10 1％ 3％ 0 0％
経　費 125 8％ 42％ 140 8％ 41％ 15 12％
営 利益 35 2％ 12％ 52 3％ 15％ 17 49％
営業外損益 一10 一支％ 一3％ 一8 0％ 一2％ 2 一20％
当期利益 25 2％ 8％ 60 3％ 17％ 35 140％
従業員 300人 300人
高／ 53 千万円 60 千万円
当期利益／ 1 2
付 ／入 10 12
　［1］　Step　7．計画資金運用表の作成
　「資金戦略の重点項目」
　戦略的な資金運用とは，資金の調達と運用に計算損益活動と利益計画による一定の限度枠を与
え，調達と運用の効率化を目指すことである。そのためには流動資金と固定資金の運用枠を計画
し，それぞれの資金の調達と運用の効率的なバランスをとる。
　そこで，計画資金運用表は，企業活動の戦略的枠組みをあらかじめ決定し，それに適合する資金
活動を計画するためのものであるため，先にストックとしての資金量の運用限度額を決定し，その
枠内で企業活動を行い，フローとしての資金繰り表に展開するという過程をとる。
???????????
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??
項
金
??
流三
?
嘘漸経
償灘緻減
金
?
整調
?
長
計
除錬讃
?
形手
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支加
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適才 ???????
計
????????????????
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　2　　　　　3　4
昭和6×年度
5　　　　　6
　単位：千万円
資　金　調　達 資　金　運　用
　目　名　　金　額　　構成比 項　目　名　　金　額　　構成比
固定　資金　の　部
期首 動資 60 43％配当支払 10 7％
常利益 60 43％借入金支払 圭0 7％
価償却費 20 14％設備投資 30 21％
期 資 0 0％ その他 0 0％
固定資金剰余 90 64％
140 計 140
運転資金　の　部
固定資金剰余 90 69％
増 払 30 23％ 増加受手 20 15％
増加買掛金 10 8％ 増加売掛金 三〇 8％
その他 0 0％ 増加棚卸資産 10 8％
短期調整資金 0 0％ 借入返済 30 23％
期末流動資金 60 46％
　　　　　130 計 130
調　　　達 運　　　用
????
調整項目
剰　　　余
?????
債権回収
　債務支払
Z期借入金返済
剰　　　余
　口Step　8．計画貸借対照表の作成
　経営計画の最終段階とする。ここでは経営意思レイヤーを基礎に，経営的意思決定，管理的意思
決定の結果としての計数が計画貸借対照表として最終的に表現され，計画損益計算書とともに次期
の企業活動（財政状態，経営成績）の全体が表現される。
　この計画貸借対照表によって総資本の利用，期中資本増減限度額との一致をはかり，さらに計画
損益計算書，計画貸借対照表を月次損益計算書・月次貸借対照表の計画値に展開することによっ
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て，単なる結果管理ではないプロセス管理の体制を整えることが可能になる。またこの段階では，
資金・損益も経営意思によって決定された総資本利益率に集中化される。
1計画比較貸借対照表　　昭和6×年度
2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千万円
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
勘定科目 前期B／S 運用表 計画B／S 勘定科目 前期B／S 運用表 計画B／S
資産の部 負債資本の部
流動性資金 60 支払手形 50
受取手形 13◎ 買掛金 70
売掛金 320 短期借入金　　　　75
棚卸資産 90 その他 45
その他 40
流動負債計 240
流動資産計 640 長期借入金 60
償却資産 40 固定負債計 60
土　地 20 資本金 100
その他 0 内部留保 275
当期利益 25 60 60
固定・投資計 60 資本の部計 400 60
資産合計 700 負債資本合計 700 60 60
総資本利益率篇 8％
計画総資本＝ 750
　IV．結び　モデル運用と今後の展開
　肇．シミュレーションとしての操作展開
　以上のシステムを通じて策定された経営計画は，「レイヤー2」としての方針の展開を変動させ
ればさまざまな状況ごとに適応できる計画シミュレーションとして，計画案の検討プロセスの支援
として利用できる。さらに実行・評価プロセスの分析過程としても有用となる。
　また企業組織の構成により，例えば各事業部・支店・地域別セクター等のサブシステムの経営計
画はレイヤー1の経営意思層を土台とする限りは，全社的な整合性をとることができ，シミュレー
ションとしても期間比較・事業体比較を可能にする。
　2．ハードウェア・ソフトウェアの進展と経営計画シミュレーション
　近時のパーソナルベース，ワークステーション・ベースのコンピュータ・ハードウェアの32bit
c．p．u．の採用により著しく操作性は向上し，特にマルチウインドウOS・ソフトウェア技術の進展
は以上の実践経営計画シミュレーションの利用環境にとって最適なものとなった。それは各レイ
ヤー，関連する諸表間の多重表示環境であり，関係ファイル間のパラメータ変化の結果を一覧的に
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出力を可能にし，シミュレーション・オペレータ，財務担当者の操作効率は著しく高まったとい
える。
　実際，経営計画でシミュレーションの策定・運用にあたっては，汎用機によるシステムとしての
拘束性の強いものよりは，自由度の高くフィードバック過程を順次環境の変化に対応できるパーソ
ナル・ベースの利用環境の方が望ましい。その場合，本稿のようなシミュレーションのように多層
的・多段階的モデルでは層的に連関する諸表の一覧性を有するウィンドウ・システムが最適とい
える。
　今後は，ウィンドウ環境の下での実践経営計画シミュレーション・ソフトウェアとしてさらに発
展させ，また経営計画の実行評価の段階を通じて，当該企業にとっての最適化モデル技法として研
究を進めたい。
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